
質問及び回答

書類名 貢 内容

1 募集要項（案） 4 2　2-1 (6) 2)
入居者契
約更新

契約更新は何年毎に予定して
おりますでしょうか。
また、その際の更新書類はござ
いますでしょうか。

３年程度を予定している。

書類については、新規入居時と同様と
する予定です。

2 募集要項（案） 4 2　2-1 (6) 2)
募集ツール
について

ポスターやチラシの校正につい
ては、都度町への確認が必要で
しょうか。

民間提案とします。

3 募集要項（案） 4 2　2-1 (6) 2) 鍵交換
退去時の鍵交換費用は、入居
時の入居費用より精算可能で
しょうか。

国交省ガイドラインにより鍵交換費用
については、ＳＰＣの負担とします。

4 募集要項（案） 4 2　2-1 (6) 2) 家賃保証

連帯保証人の代わりに家賃保
証会社の利用は可能でしょう
か。
また、保証会社利用の判断は町
とＳＰＣどちらで判断されますで
しょうか。

家賃保証協会の利用は可能とする予
定です。

保証会社利用の判断については入居
者が行います。

5 募集要項（案） 4 2　2-1 (6) 2) 入居条件
入居中、入居条件に該当しなく
なった場合はどのような対応に
なりますでしょうか。

入居条件に該当しなくなった場合につ
いては、その都度協議します。

6 募集要項（案） 4 2 2-1 (6) 1) ④

「本施設の整備に係る近隣対
応・対策業務及び関連業務」と
ありますが、近隣への事前説明
などは町でして頂けるのでしょう
か。
また、町と近隣とで事前に取決
め事項が発生する事はあるので
しょうか。

事業契約書第１５条で事前説明会はＳ
ＰＣで行うこととしています。

7 募集要項（案） 4 2 2-1 (6) 2) ⑧
募集に付
する事業内
容について

本施設の維持管理に係る警備
業務とありますが、オートロック
の設置等による程度の警備とし
て宜しいでしょうか。

民間提案です。
安全安心の配慮の評価項目です。

8 募集要項（案） 4 2 2-1 (6) 2) ⑫

本施設の
入居募集
の宣伝業
務

宣伝業務に係る費用ですが、30
年間という長期事業の中で、何
かしらの理由で町から依頼がご
ざいました場合、費用について
は協議させて頂けるものでしょう
か。

民間提案とします。
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9 募集要項（案） 4 2 2-1 (6) 2) ⑬
家賃等の
徴収

家賃未払いの際の振込手数料
は、入居者負担でもよろしいで
しょうか。

振込手数料は徴収できません。

10 募集要項（案） 10 3-3 (3) 6)
公募参加
企業の制
限

「法人町民税を滞納している者」
は公募参加企業になれないもの
と認識しておりますが、法人町
民税の滞納なし証明の提出は
必要ございませんでしょうか。

お見込みのとおりです。
滞納のない証明の提出は必須です。

11 募集要項（案） 13 3-9 (1) 提出書類

様式2-3から様式2-6は、構成企
業・協力企業の全ての参加グ
ループ企業に必要でしょうか。
若しくは、構成企業のみとの理
解で宜しいでしょうか。

又、構成企業の決算書・履歴事
項全部証明書等の提出は必要
ございませんか。

・構成企業は、決算書（直近２年間分）・
履歴事項全部証明書・納税証明書が
必要です。
・協力企業は納税証明書の提出が必
要です。

12 募集要項（案） 14 3-9 (1)

募集参加
表明・資格
審査につい
て

(1).において直近2年間の法人
税等の滞納のない証明書とあり
ますが、提出はSPC構成企業の
みで宜しいでしょうか。又、他の
添付資料は必要でしょうか。必
要であれば明示を御願いしま
す。
（印鑑証明など）

・構成企業は、決算書（直近２年間分）・
履歴事項全部証明書・納税証明書が
必要です。
・協力企業は納税証明書の提出が必
要です。

13 募集要項（案） 15 3-10 (3)
本施設整
備業務の
対価

割賦手数料の基準金利がマイ
ナスとなった場合、ゼロ金利（下
限）として頂戴できるのでしょう
か。
銀行借り入れの基準金利は下
限ゼロとなることが想定されるた
め。

お見込みのとおりとします。

14 募集要項（案） 15 3-10 (3)
募集予定
価格

「募集予定価格は、参加表明を
行った者が複数の場合には公
表し」とありますが、いつ頃を予
定されておりますでしょうか。

応募表明書を提出してもらい、審査後
の２月中旬を予定しております。

15 募集要項（案） 16 3-10 (3) B-イ 家賃関係
敷金礼金の取扱いについて、ど
のようにお考えでしょうか。

礼金は徴収しません。
敷金はＳＰＣが徴収し、まとめて町へ納
入してもらいます。
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16 募集要項（案） 18 3-11 (3) ヒアリング

募集参加資格通知後に、資格
がある者に対し、ヒアリングを
行っていただくことは可能でしょ
うか。

可能です。

17 募集要項（案） 19 3-16 (3)
契約保証
金

契約保証金は、銀行発行の履
行保証でもよろしいでしょうか。

認めます。

18 募集要項（案）様式集 1 1 (4)
提案書の
記載要領

「提案書は、各様式において別
途規定する場合を除き、A4判両
面縦で作成する」とございます
が、設計図書に関してはA3版片
面として宜しいでしょうか。

A3版は片面とします。

19 募集要項（案） 様式集 15 様式2-5

建設に当
たる者の資
格要件に
関する書類
について

“建設業法（昭和24年法律第
100号）第３条第１項の規定によ
り、建築一式工事につき特定建
設業の許可を受けた者であるこ
とを証する書類“とありますが、
建設業許可通知書の写しでよろ
しいでしょうか。あるいは建設業
許可証明書の写し、もしくは原
本のいずれかが必要でしょう
か。

写しで結構です。

20 事業対象地字図

事業対象地字図において本事
業計画地の横に着色されていな
い用地がありますが別途計画等
があるのでしょうか。本計画とは
切り離して使用用途等の考慮は
必要ないと考えてよろしいでしょ
うか。
（敷地図と字図で敷地の計上が
相違しており分筆等があるの
か。）

ご理解のとおりです。

21 事業対象地字図

現状の計画地の敷地境界点は
現存するのでしょうか。境界点
が不明な場合、測量等による境
界点の復旧は町の負担と考え
て宜しいでしょうか。

境界点の復旧は町の負担で行います。

22 要求水準書（案） 3 第2-1 (4) 事業目的
「子育て支援」とありますが、高
齢者・障がい者等の申込は可能
でしょうか。

高齢者・障がい者等世帯の入居も可能
だが、子育て世帯を優先とします。
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23 要求水準書（案） 14 第5 3 (6) ⑧⑩
排水計画、
給水方式
について

配置計画の策定にあたり排水
先を指示願います。
（雨水、雑排水等）
又、建物各戸への給水方式は
直圧式での給水として宜しいで
しょうか。

排水先は南側水路とします。

給水方式は民間提案です。

24 要求水準書（案） 14 第5 3(7)
住宅設計
の条件に
ついて

台所・調理器具計画において調
理器具の熱源はガス・電気双方
が可能な設備とありますがキッ
チンユニットを設置して調理器
具台の箇所にガスコック、電気
コンセントを設置するのでしょう
か。又は、どちらか一方での設
置で宜しいでしょうか。

両方可能な設備としてください。

25 要求水準書（案） 16 第6-3
住宅の建
設について

(1)にJR等との協議・調整を行う
とありますが、本工事の建設工
事についてJR沿線工事として工
事管理者等の資格が必要でしょ
うか。又必要であれば技術者の
常駐経費等は事業予算として計
上されているでしょうか。

ＪＲと協議・調整を行い、関係法令を順
守し、工事を施工してください。経費は
事業予算に含みます。

26 要求水準書（案） 16 第6-3
住宅の建
設について

(3)で近隣について記載がありま
すが、敷地周辺の本事業の概
略説明及び了解確認は行われ
ているのでしょうか。優先交渉権
決定後から近隣説明及び了解
確認をした場合、了承等が得ら
れない場合着工時期に影響が
あると考えております。
又、事前説明等がされていた場
合、近隣からの要望等があれば
明示を御願いします。

事前説明会は実施していない。
リスク分担については、募集要項Ｐ２６
住民対策リスクを参照してください。

27 要求水準書（案） 17 第6
維持管理・
運営に関
する条件

大規模修繕計画とございます
が、大規模修繕業務の対価は
どういう位置づけになるのでしょ
うか。

大規模修繕については、町で行いま
す。
修繕計画は詳しい内容と正確な算定を
お願いします。
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28 要求水準書（案） 18 第6 ②-①

本施設の
入居者募
集の宣伝
業務

入居者募集業務について、協力
企業が町と直接媒介契約を結
ぶことは可能でしょうか。
また、協力企業名での募集活動
は可能でしょうか。

可能です。

29 要求水準書（案） 18 第6 ②-③
維持管理・
運営に関
する業務

家賃・駐車場利用の徴収は、事
業者が町に代わって行うとござ
いますが、合併浄化槽使用料の
徴収は含まれないのでしょうか。

合併浄化槽使用料も含みます。

30 要求水準書（案） 18 第6 ②-④
入居者の
退去に伴う
復旧業務

移転頻度については、年間何戸
を想定されていますか？

民間試算で結構です。

31 要求水準書（案） 18 第6 7 (2)
工事施工
時について

 (2)工事施工時の③にある検査
又は試験の実施は施工のどの
段階で想定されていますか。現
在の実施予定を教えてくださ
い。

民間提案とします。

必要に応じ実施します。

32 要求水準書（案） 19 第6 7 (3)
維持管理・
運営等に
ついて

（3）維持管理・運営時の①にあ
る維持管理業務・運営業務実施
計画書及び②の維持管理報告
書とありますが、どのような内容
の書類を作成するのでしょうか。
内容等が解る雛形等をご提示く
ださい

民間提案とします。

33 事業契約書（案） 14 第51条
サービス対
価の変更

本施設の整備業務に係る対価
は30年間の割賦方式による元
利均等支払で、基準金利はテレ
レート17143ページのLIBOR6か
月ベース10年物金利スワップ
レートが適用されますが、事業
期間は30年間であり、10年毎に
基準金利は見直しが行われ、本
施設の整備業務に係る対価も
10年毎に変更されるとの理解で
よろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。
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34 事業契約書（案） 2 第6条
契約保証
金

契約保証金は、消費税及び地
方税は含まないとの認識でよろ
しいでしょうか。

契約保証金は、消費税及び地方税は
含む金額となります。

35 事業契約書（案） 3 第6条5項
契約保証
金

施設の維持管理・運営期間中
は、維持管理・運営サービス対
価の１年分の１００分の５以上と
しなければならない、とあります
が、初年度に納めた契約保証金
を事業期間中、繰り越していた
だける、という認識でよろしいで
しょうか。

施設の維持管理・運営期間中は、維持
管理・運営サービス対価の１年分の
1/10以上となっております。契約保証
金については、事業期間中繰り越す事
も可能です。


